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第1章 「外国人材と働く」とは

1 日本における外国人労働者の現状
　外国人労働者数は年々増加傾向にあり、全国では過去最高の172万4,328人、5
年間で約1.6倍にまで増えています。都道府県別では東京都が一番多く、全国の28.8％
（49万6,954人）を占めています。（図表１）

　東京都内の外国人労働者の国籍別内訳は、中国出身者（香港等を含む）が最も多
く、次いでベトナム出身者が続き、この2か国だけで半数を占めます。（図表2）

　令和2年6月末時点の全国の在留外国人数は288万5,904人と過去5年間で1.25倍に伸びていま
す。都道府県別では東京都が一番多く、56万8,665人（全国の20%）の外国人が東京に住んでいます。

　なお、20代に限定すると、人口の約7％が外国人、さらに東京23区に限定すると、人口の約12％が外
国人です。少子化が続く日本にとって、若い労働力という意味でも、外国人雇用に期待がかかっていると
言えます。（総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和2年1月1日現在）」より）

　東京都の在留外国人を在留資格別に見ると、「永住者」（26.8％）に次いで、「技術・人文知識・国
際業務」（16.7％）、 「留学」（15.5％）が上位を占めています。
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［図表1］外国人労働者数の推移（令和2年10月末現在）

［図表2］外国人労働者の国籍別内訳

［図表3］在留外国人の在留資格別内訳

単位：人

（出典）厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ」(平成22年以降のもの)

（出典）法務省「在留外国人統計」（2020年6月末時点）

（出典）厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和2年10月末現在）」
東京労働局「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和2年10月末現在）」
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外国人材採用をきっかけに
マニュアルを整備したことで、
業務の仕組み化が実現した。

社内で英語を使う機会が増え、
社員の英語力向上の
きっかけになった。

モチベ―ションの高い
外国人材に刺激を受け、
社内の士気が高まった。

先進的な社風をPRでき、
優秀な日本人社員の
獲得にも繋がった。

　外国人材採用にはたくさんのメリットがあります。自社にとって、何がメリットになるの
かを正確に把握しておくことが、良い人材の採用に繋がります。

　外国人材と働くにあたっては、そのメリットと留意点を知っておくことが重要です。それ
らを踏まえたうえで、外国人材を採用する目的を明確化し、採用・受入れに向けた準備
を始めましょう。

●国籍に関係なく優秀な人材を確保

●多様性によるイノベーション創出

●海外ビジネスの推進

●制度・手続き

　外国人材の採用には多くのメリットがある一方で、注意して取り組むべき点もあります。

  外国人材と働くメリット

  外国人材採用にあたっての留意点外国人材と働くにあたり　　　　
知っておくべきこと

　日本で就職を希望する外国人材の中には、高い勤労意欲に加え、語学力があり、コミュ
ニケーション力に優れた人材がたくさんいます。

　日本人と異なる視点・発想を持った外国人材が加わることで、既存社員に新しい気づき
や刺激を与えることができ、行動の変化が期待できます。業務改善による生産性の向上
や、新しいサービス・ビジネスモデル構築にも繋がります。

　海外取引をしている企業、あるいはこれから海外取引を始める企業にとっては、相手国
の言語を話せ、商慣習や文化を理解している外国人社員が自社にいることで、取引がス
ムーズに進むというメリットがあります。

　外国人材の採用の流れは、図表５のとおりです。日本人の採用と大きく変わりませんが、
黄色い部分については追加の手続きが発生します。

　まず、「在留資格」の問題があります。せっかく良い方を採用できたと思ったのに、在留資
格が取得できずに入社できないということが起こらないよう注意しましょう。（詳細は第2章）

　また、外国人労働者の雇用・離職時には、図表5の 11 のようにハローワークへの届出が
必要です。このような事業主が行うべき事項は「外国人労働者の雇用管理の改善等に関し
て事業主が適切に対処するための指針」（外国人雇用管理指針）に定められています。指
針・届出については、厚生労働省発行の「外国人雇用のルールに関するパンフレット」（※）
を確認してください。

（※）厚生労働省ウェブサイト
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/page11.html

［図表4］外国人材を採用するメリット
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［図表5］外国人材の求人から採用までの流れ
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［図表6］外国人材採用にあたって取り組むべき事項

留意点 取り組むべき事項　　　

制度・
手続き

◆ 想定される在留資格に応じた業務内容の確認 P.16

◆ 在留資格を取得・変更する際の要件の確認 P.17

◆ 内定・入社時の各種手続き P.39

生活の
違い

◆ 生活立ち上げ支援 P.43

◆ 外国人支援機関リスト作成 P.43

文化の
違い

◆ 外国人社員へのビジネスマナー研修 P.46

◆ 日本人社員への異文化研修 P.47

◆ 相互理解促進のための交流イベント P.47

◆ 宗教に対する配慮 P.54

言葉の
違い

◆ 就業規則・業務マニュアルなどの見直しや、やさしい日本語・
　 多言語化

P42・45

◆ 外国人社員への日本語学習支援 P.47

◆ 日本語コミュニケーションの見直し P.48

仕事観
の違い

◆ 制度や会社での働き方に関する説明 P.41・45・46

◆ 日本人社員の意識改革 P.47

◆ 定期的な個別面談 P.52

◆ メンターの配置 P.53

●文化などの違い

　制度・手続きのほか、様々な「違い」にも留意する必要があります。日本人と外国人で
は違った文化的背景を持っているため、お互いの「当たり前」のズレが、ときにミスコミュ
ニケーションやトラブルに繋がります。

　他方で、過度に「違い」を気にしすぎることも、円滑に外国人材を迎え入れることの妨
げになります。あらかじめ「違い」を的確に理解し、必要な取組みを行うことで、不要なト
ラブルを未然に防ぎ、異文化を乗り越え、外国人材が活躍できる環境を整えることがで
きます。
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